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連　載

出産の高年齢化の現状

　日本における少子化は急速に進展し，その背景として

晩婚化・晩産化が取り上げられている。現代社会におけ

る大学進学率の上昇や働く女性の増加，独身者の意識の

変化などから2016（平成28）年の平均初婚年齢は男性

31.1歳，女性29.4歳と，1980（昭和55）年から比較

すると３〜４歳程度上昇し晩婚化が進んでいる1）。付随

して，第１子を出産する女性の年齢は高年齢化しており，

1980年には第１子出生時の母親の年齢が26.4歳だっ

たのに対し，その30年後の2011（平成23）年には30歳

を超え，2016年は30.7歳となっている2）。また，35

歳以上で第１子を出産した高年初産婦は図１のどおりと

なり1980年には2.1％だったものが，2013（平成25）

年には20.4％，2016年には21.6％と高年初産婦の割

合が増え，近年では５人に１人が35歳以上で出産して

いるという晩産化が進んできている3）。

出産の高年齢化が及ぼす影響

　日本産科婦人科学会では35歳以上の初産婦を高年初

産婦と定義しているが，高年初産婦は母体自身の老化の

ために軟産道強靱，妊娠高血圧症候群，分娩時の出血，

帝王切開，染色体異常など産科学的な問題が多いことが

従来から指摘されている4）-7）。また，高年初産婦には不

妊治療の経験が多く5）7）8），35歳以上の不妊治療後の出

生数は2015（平成27）年では51,001人9） と全出生数の

5.1％に達しており，妊娠・出産に至るまでの治療に対

しストレスを抱え，心理的な問題もはらんでいる10）-13）。

　高年初産婦となる背景には，晩婚により出産年齢が遅

くなったものと，出産年齢を意図的に延ばしていたもの，

そして不妊などにより妊娠・出産までに期間を要したも

のがある。一般的に高年初産婦は，妊娠・出産・育児へ

の漠然とした不安が多い14）15） といわれている一方，社会

的にキャリアを積み自らに自信があるため，落ち着いて

妊娠・出産・育児に対応し，さまざまな経験から育児に

専念しやすくなっているとも認識されている15）-17）。

　高年初産婦の心理面に焦点をあてた研究では，高年出

産と育児ストレスやうつとの関連，母親役割獲得の困難

さなどがあるが，妊産婦のみに着目しており，子どもに

どのような影響があるかという研究はほとんどみられて

いない。

　筆者らは高年初産婦およびその夫に焦点をあて，子ど

もとの関係性に着目し，母子相互作用，父子相互作用の

観点から縦断的な調査を行った18）19）。母子および父子の

親子相互作用については Barnard ら20） の NCATS を用

いて母親と子ども，父親と子どもとそれぞれの遊び場面

の相互作用についてアセスメントツールを用いて評価し

た。この尺度は，養育者側に，①子どもから送られる

キューに対する感受性（sensitivity to cues），②子ども

の不快な状態に対する反応性（response to distress），

③社会－情緒的発達の促進（social-emotional growth 
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の夫自身も社会経験の量や質が育児に影響しているので

はないかと推測された。

　一方，高年初産婦夫婦は出産後４カ月および１年後に

おいて，気の散りやすさや機嫌の悪さという子どもの情

緒面にかかわる育児ストレスを抱えていた。

　以上より，高年初産婦およびその夫は，出産後まもな

くは子どもの情緒面について気にかけてはいるが，人生

のキャリアに裏付けられた精神的・社会的な強みを子育

てに生かすことができているのではないかと推測され

る21）-23）。

高年初産婦に対する育児支援と乳幼児精神保健

　厚生労働省は『健やか親子21』の第２次計画として「切

れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策の充実」を目標と

して掲げている24）。出産後の高年初産婦の育児に伴う身

体的特徴として，肩こりや腰背部痛，腱鞘炎が多いと報

告され25），実際に40歳以上の高年初産婦を対象にその

ニーズを明らかにした調査26） では，育児による身体的

な苦痛や年齢による母乳育児継続の困難性から，従来の

fostering），④認知発達の促進（cognitive growth fos-

tering）の４つの下位尺度，児側に，①養育者に送る

キューの明瞭性（clarity of cues），②養育者に対する反

応性（responsiveness to caregiver）の２つの下位尺度

があり，23項目からなり，総得点は73点で，得点の高

いほどよい相互作用を意味する。

　まず，高年初産婦と20歳代の初産婦との比較18） では，

高年初産婦は親としての育児に適切な対応のスコアが高

い傾向にあり，20代の初産婦では，子どもに関する反

応および発達のスコアが高い傾向にあることが示され，

高齢初産婦は子どもとより好ましく関係をもとうとする

特徴がみられた。しかし，育児ストレス（PSI）では，高

年初産婦は出産後３カ月における社会的孤立感と子ども

に対する過敏性や適応障害，出産後１年および２年後に

は親を喜ばせる反応の少なさに対する育児ストレスを抱

えていた。

　一方，高年初産婦夫婦と35歳未満の初産婦夫婦との

比較19） では，高年初産婦の夫は出産後４カ月における

親のかかわりによる認知発達の促進が有意に高く，また，

子ども側の父子相互作用が良好なことから，高年初産婦

〔厚生労働省：平成28年人口動態統計（確定数）の概況，上巻　出生　第4.6表　母の年齢別にみた年次別出生数・百分率及び出生
率（女性人口千対）．2016．より筆者作成〕

高年初産婦割合の年次推移図 １
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育児支援ではなく40歳以上という年齢を考慮した育児

指導や母乳育児支援を求めており，産後の育児状況を見

据えた妊娠期からの支援も希望していた。

　筆者らの調査において明らかになったように，高年初

産婦は産後３〜４カ月でも子どもとの関係性に影響を及

ぼす育児ストレスを抱えていた。「切れ目ない妊産婦・

乳幼児への保健対策の充実」という視点からも産後１カ

月までではなく，乳児健診がされる３〜４カ月までの支

援は必要だと思われる。また，日本における妊娠期の支

援プログラムは健康管理や出産準備教育に重点をおいた

ものが多く，子どもの泣きを含めたサインや行動などに

対する支援がまだまだ不足している。

　一方，海外においては，母親の年齢にかかわらず，子

どもの身体上の問題を抱えている家族や，家庭環境に問

題のある乳幼児とその家族を支える研究やサポートシス

テムが国や地域の政策として重視されてきた。子どもが

大きくなってから問題を解決することは困難であるた

め，早期に母と子を支援することの重要性が乳幼児精神

保健の世界では叫ばれており，専門家によるサポートシ

ステムが構築されている。例えば，理論に裏付けられた

研究と実践活動として，米国ミネソタ大学で開発した

STEEP（Steps Toward Effective Enjoyable Parent-

ing）27） にみられる親子のアタッチメントを基本にした

家庭訪問プログラムや，南オーストラリア政府による

CYWHS（The Children, Youth and Women’s Health 

Service，子どもと若者と女性への健康サービス）家庭訪

問モデルがある28）。これらのプログラムのなかには，概

念として筆者が用いた親子相互作用モデル（Nursing 

Child Assessment Satellite Training：NCAST）20） が

入っており，アセスメントツールだけでなく，介入支援

としても用いられている。

　出産の高年齢化により妊産婦およびその夫たちは，周

囲に同年代の育児上の仲間が少なく，子どもに対するイ

メージがつきづらいことが予測される。そのことから，

妊娠期からの育児上の不安などを話し合える仲間づくり

や健康管理や出産準備教育に重点をおいた妊娠期の支援

プログラムではなく，乳幼児精神保健に着目した早期の

家族支援プログラムの作成が急務である。
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